
200.0
210.0
220.0
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240.0
250.0

市債残高の推移（表３）

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

246.8億円 247.6億円 245.9億円
244.4億円

239.0億円

（億円）

一般会計

特別会計
（学校給
食事業、
簡易水道
事業）

0.0
2.0

6.0
4.0

8.0
10.0
12.0
14.0

基金残高の推移（表４）

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

12.0億円
10.6億円

12.4億円 11.5億円
13.0億円

（億円）

財政調整
基金

減債基金
の一部

備荒資金
組合超過
納付金

市
の
預
金（
基
金
）

市
の
借
金（
市
債
）

　
市
は
、
財
源
の
調
整
を
図
る
ほ
か
、
特

定
の
事
業
に
使
用
す
る
た
め
に
、
基
金
を

積
み
立
て
し
て
い
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の

な
か
、
収
入
の
不
足
分
を
補
う
た
め
に
、

財
政
調
整
基
金
の
取
り
崩
し
を
行
っ
た
た

め
、
基
金
残
高
は
10
・
６
億
円
と
な
り
、

前
年
度
に
比
べ
1.4
億
円
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
（
表
４
）
。

　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
で

は
、
209
・
７
億
円
の
支
出
に
対
し
て
、
204
・

０
億
円
の
収
入
し
か
見
込
め
ず
、
5.7
億
円

の
財
源
不
足
が
生
じ
ま
し
た
。

　
こ
の
財
源
不
足
に
つ
い
て
は
、
全
額
を

基
金
な
ど
の
取
り
崩
し
で
対
応
す
る
予
定

で
あ
る
た
め
、
今
後
、
財
政
が
好
転
せ
ず
、

財
源
不
足
が
解
消
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、

平
成
30
年
度
末
の
基
金
残
高
は
4.9
億
円
ま

で
減
少
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
平
成
30
年
度
の
財
政
運
営
に
あ
た
っ
て

は
、
適
切
に
収
入
を
確
保
す
る
こ
と
は
も

ち
ろ
ん
、
不
要
な
支
出
が
な
い
か
、
こ
れ

ま
で
以
上
に
チ
ェ
ッ
ク
を
重
ね
る
な
ど
、

限
ら
れ
た
財
源
の
有
効
活
用
を
図
り
ま
す
。

　
今
後
も
高
齢
化
の
進
展
な
ど
に
よ
る
社

会
保
障
費
の
増
加
に
加
え
、
小
・
中
学
校

施
設
の
耐
震
化
や
改
修
、
老
朽
化
し
た
公

共
施
設
の
整
備
、
イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
化

な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
が
控
え
て
お
り
、

多
く
の
お
金
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
く
税
金
は
、
人
口
の
減
少
が
進
ん
で

い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
大
き
く
増
加
す
る

こ
と
は
見
込
め
ず
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
も
、
国
の
動
向
に

よ
っ
て
は
減
少
す
る
可
能
性
も
あ
り
、
厳

し
い
財
政
運
営
が
続
く
も
の
と
見
込
ま
れ

ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
が
必
要
と
す
る
サ
ー
ビ

ス
を
安
定
的
に
提
供
し
な
が
ら
、
必
要
性

の
高
い
事
業
に
順
次
取
り
組
む
た
め
、
事

業
の
効
率
性
を
常
に
検
証
し
、
改
善
し
て

い
く
と
と
も
に
、
社
会
情
勢
や
時
代
の
変

化
な
ど
に
よ
り
、
不
要
と
な
っ
た
サ
ー
ビ

ス
の
見
直
し
を
図
る
な
ど
、
計
画
的
で
健

全
な
財
政
運
営
が
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
て

ま
い
り
ま
す
。

前
年
度
に
比
べ
0.2
億
円
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
。

　
平
成
29
年
度
の
市
債
残
高
・
公
債
費
は

前
年
度
に
比
べ
、
と
も
に
減
少
し
ま
し
た
。

　
市
は
、
道
路
や
公
共
施
設
な
ど
、
将
来

に
わ
た
っ
て
利
用
さ
れ
る
施
設
を
整
備
す

る
と
き
に
、
国
や
金
融
機
関
か
ら
長
期
間

で
返
済
す
る
資
金
を
借
り
入
れ
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
借
金
を
『
市
債
』
と
い
い
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
の
市
債
残
高
は
、
道
路
整

備
の
た
め
に
借
り
入
れ
た
資
金
の
一
部
の

返
済
を
終
え
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度

に
比
べ
5.4
億
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た

（
表
３
）
。

　
一
般
会
計
の
公
債
費
（
借
金
の
返
済
額
）

に
つ
い
て
は
、
26
・
０
億
円
と
な
り
、
支

出
全
体
に
占
め
る
割
合
は
12
・
６
㌫
で
、

こ
れ
か
ら
の
市
の
台
所
事
情

　なぜ利子を払ってまで借
金をするのかというと、道
路や建物の整備には多額の
費用がかかるため、建設時
の市民だけでは大きな負担
となってしまうほか、その
他の事業が何もできなく
なってしまうからです。
　そのため、道路や建物な
ど、長い間使うものは、将
来の世代の人たちにも公平
に負担していただく必要が
あります。

解説します
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